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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４．第26期の「１株当たり配当額」25円には、記念配当15円が含まれております。 

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） 998,656 1,257,296 1,605,780 2,199,210 2,749,921 

経常利益 （千円） 97,838 20,239 106,715 154,781 108,008 

中間（当期）純利益又は

当期純損失（△） 
（千円） 78,502 11,868 97,952 112,643 △307,775 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,089,162 1,089,162 1,089,162 1,089,162 1,089,162 

発行済株式総数 （千株） 4,649 4,649 4,649 4,649 4,649 

純資産額 （千円） 1,985,321 1,970,274 1,603,885 2,010,087 1,645,159 

総資産額 （千円） 2,388,220 2,364,217 2,140,951 2,444,134 2,455,792 

１株当たり純資産額 （円） 492.34 493.63 409.41 499.72 413.42 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は１株当た

り当期純損失金額（△） 

（円） 19.37 2.97 24.85 26.06 △77.12 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 10.0 25.0 

自己資本比率 （％） 83.1 83.3 74.9 82.3 67.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 113,577 22,241 △170,951 68.269 81,496 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △788 △9,883 △4,626 △22,485 △12,034 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △72,790 △48,684 △135,656 △85,702 △55,899 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） 1,387,754 1,271,511 1,010,164 1,307,836 1,321,398 

従業員数 （人） 176  184 191  182 184 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 関係会社はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 191  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油をはじめとする原材料価格の高騰と米国経済の先行き不透明による

不安材料を抱えつつ、好調な企業業績を背景とした設備投資の増加や雇用・所得環境の改善による個人消費の拡大

により、景気は回復から拡大する局面を迎えました。 

 情報サービス産業におきましては、民間企業における堅調な設備投資の継続に伴い、遅れ気味であった情報化投

資も活発化しつつあり、数多くの開発案件に対する引き合いをいただける状況となってまいりました。 

 このような状況のもと当社では、活発化しつつある顧客からの要請に応えるために、経営資源である人材を確保

すべく、社員技術者の採用とパートナー会社からの開発要員の確保を積極的に行いました。 

 その結果、売上高は16億５百万円（前中間会計期間比27.7％増）、営業利益は１億６百万円（同476.8％増）、

経常利益は１億６百万円（同427.3％増）を計上し、中間純利益は97百万円（同725.3％増）となりました。 

  

 当社は大手ＳＩ企業が主たる顧客先であり、以下のＩＴソリューション分野に対するサービスを提供しておりま

す。各サービス分野別の当中間会計期間における業績は次のとおりであります。 

■ ＥＲＰソリューション  

 ＥＲＰソリューション分野は、昨年度に受注した案件が当初の見込み以上に継続したことや、重点顧客に対して

リソースを集中させた効果により、売上高が順調な伸びを示し、前年同期を上回ることができました。 

 当分野では、事業会社におけるＥＲＰパッケージの新規導入、バージョンアップ、保守運用の案件が数多く発生

し、すでに顧客から多くの引き合いを得ております。今後も開発要員の調達不足による受注機会の逸失を防ぐた

め、重点パートナー会社との連携とＩＴ業界未経験者を含む中途採用活動を強化して開発力の拡大に努めます。 

■ 金融ソリューション 

 金融ソリューション分野は、活況な株式市場を背景とした投資家向けシステム開発や金融機関におけるシステム

開発等、当社の主要顧客先の開発案件からのニーズに応えるため、開発要員の確保、マネジメント力の強化、生産

性と品質の向上に取り組みました結果、当分野の売上高は、前年同期を上回ることができました。 

 当分野では新規案件の引き合いも増加しており、開発規模の拡大が急務となっております。引き合いに対応する

ために、社員技術者の採用及び教育に注力し、開発規模の拡大に努めてまいります。 

■ 基盤ソリューション 

 基盤ソリューション分野は、景気回復基調を背景とする前期の傾向が持続したことにより、当分野の売上高は、

前年同期を大きく上回ることができました。受注案件の内容としては、Ｊａｖａ系システム開発が順調な伸びを示

した反面、インフラ構築系、組込み制御システム開発については、技術者不足の状態が継続し、数多くの引き合い

に応えることができないまま推移いたしました。   

 当分野は当中間会計期間、重点顧客への注力によって新規案件の引き合いや継続案件の増員などの効果が出始め

ていますので、技術者の採用とパートナー会社との協力関係の強化により開発要員の確保に努めてまいります。 

■ 通信ソリューション 

 通信ソリューション分野は、開発案件の選択と集中を進め、採算性の改善に注力いたしました。前年度からの継

続案件の一部には採算性に問題のある案件も含まれておりましたので、早期に改善するよう取り組みました。その

結果、売上高は前年同期に比べて減少しましたが、収益性は大きく改善いたしました。 

 また、新規に受注した案件は、ＩＰ通信分野では今後の主流となることが期待される基礎技術であり、下期以

降、開発要員の確保あるいはシフトを図りながら注力していく所存です。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間のキャッシュ・フローについては、前中間会計期間と比較して、営業活動により、１億93百万円

減少し、投資活動により、５百万円増加し、財務活動により、86百万円減少し、この結果、現金及び現金同等物

は、前事業年度末と比較して、３億11百万円減少し、10億10百万円（前中間会計期間比２億61百万円減）となりま

した。 

 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は１億70百万円（前年同期は22百万円の収入）となりました。これは主に、役員退

職慰労金の支払３億30百万円によるものであります。                            

（投資活動によるキャッシュ・フロー）                                  

 投資活動の結果使用した資金は４百万円（前年同期は９百万円の支出）となりました。これは主に、固定資産の

取得による支出等であります。                                      

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は１億35百万円（前年同期は48百万円の支出）となりました。これは主に、利益処

分による配当金の支払額99百万円であります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は製造総費用によっております。なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

ＩＴソリューション（千円） 1,308,930 123.7 

合計（千円） 1,308,930 123.7 

区分 受注高（千円） 
前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

ＩＴソリューション 1,889,893 147.9 1,052,317 207.1 

合計 1,889,893 147.9 1,052,317 207.1 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

ＩＴソリューション（千円） 1,605,780 27.7 

合計（千円） 1,605,780 27.7 



２．本表の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 ソフトウェア開発業務に関連する調査研究は継続して行っておりますが、特別の研究開発費を投じての活動は行っ

ておりません。 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱野村総合研究所 306,600 24.4 355,930 22.2 

日本電気通信システム㈱ 227,200 18.1 210,225 13.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 18,500,000 

計 18,500,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年12月15日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,649,665 4,649,665 ジャスダック証券取引所 － 

計 4,649,665 4,649,665 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日 

～ 

平成18年９月30日 

－ 4,649,665 － 1,089,162 － 272,291 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

藤田 雅也 東京都目黒区 1,457 31.33 

日本コンピュータシステム

株式会社 
東京都新宿区西新宿２丁目１番１号 732 15.74 

ＴＣＳホールディングス株

式会社 
東京都中央区日本橋本町４丁目８番14号 310 6.66 

ＰＢ特定有価証券信託受益

者エス・ジー・信託銀行株

式会社 

東京都港区赤坂１丁目12番32号 195 4.19 

Ｎ・Ｃ・Ｓ社員持株会 
東京都新宿区西新宿２丁目１番１号新宿三

井ビル53階 
148 3.20 

有限会社ケイ・ワイ・マネ

ジメント事務所 
東京都世田谷区深沢３丁目26番18号 128 2.75 

インターネットウェア株式

会社 
東京都豊島区目白２丁目16番20号 98 2.10 

コンピュートロン株式会社 群馬県前橋市問屋町１丁目11番２号 92 1.97 

高栄商産株式会社 東京都杉並区荻窪５丁目29番11号 85 1.83 

有限会社プレイヤー 東京都品川区東五反田５丁目17番３号 81 1.74 

計 － 3,326 71.55 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 732,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,916,000 3,916 － 

単元未満株式 普通株式 1,665 － － 

発行済株式総数   4,649,665 － － 

総株主の議決権 － 3,916 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本コンピュータシ

ステム株式会社 

東京都新宿区西新宿

２丁目１番１号 
732,000 － 732,000 15.74 

計 － 732,000 － 732,000 15.74 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 580 580 590 642 639 617 

最低（円） 565 561 520 580 547 605 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表については中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表についてはみすず監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日付で名称をみすず監査法人に変更しております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,271,511   1,010,164   1,321,398   

２．売掛金  421,915   520,192   564,918   

３．たな卸資産  52,378   40,458   10,572   

４．繰延税金資産  40,862   52,477   46,334   

５．その他  17,053   20,206   15,465   

流動資産合計   1,803,721 76.3  1,643,499 76.8  1,958,690 79.8 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物  215,871   202,888   209,219   

２．その他  36,852   27,919   29,840   

計  252,723   230,807   239,059   

(2）無形固定資産  19,544   14,940   17,267   

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  90,771   28,757   41,241   

２. 敷金及び保証金  104,554   104,299   104,299   

３. 繰延税金資産  －   20,761   －   

４. その他  92,901   97,885   95,233   

計  288,227   251,703   240,774   

固定資産合計   560,496 23.7  497,451 23.2  497,101 20.2 

資産合計   2,364,217 100.0  2,140,951 100.0  2,455,792 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  99,365   154,096   130,362   

２．短期借入金  100,000   100,000   100,000   

３．未払法人税等  7,864   58,269   53,666   

４．賞与引当金  86,857   99,213   87,828   

５. 役員退職慰労引当
金  －   －   330,000   

６．その他 ※２ 57,050   85,199   60,304   

流動負債合計   351,138 14.9  496,777 23.2  762,161 31.0 

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債  8,472   －   9,670   

２. 退職給付引当金  34,332   40,287   38,800   

固定負債合計   42,805 1.8  40,287 1.9  48,471 2.0 

負債合計   393,943 16.7  537,065 25.1  810,632 33.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,089,162 46.1  － －  1,089,162 44.4 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  272,291   －   272,291   

２．その他資本剰余金  624,579   －   624,579   

資本剰余金合計   896,870 37.9  － －  896,870 36.5 

Ⅲ 利益剰余金           

中間未処分利益
（△当期未処理損
失） 

 306,561   －   △13,082   

利益剰余金合計   306,561 13.0  － －  △13,082 △0.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   12,345 0.5  － －  14,089 0.6 

Ⅴ 自己株式   △334,665 △14.2  － －  △341,880 △13.9 

資本合計   1,970,274 83.3  － －  1,645,159 67.0 

負債・資本合計   2,364,217 100.0  － －  2,455,792 100.0 

           



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   1,089,162 50.9   － － 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     272,291     －     

(2）その他資本剰余金   －     512,011     －     

資本剰余金合計     － －   784,303 36.6   － － 

３．利益剰余金                     

(1）その他利益剰余金                     

繰越利益剰余金   －     97,952     －     

利益剰余金合計     － －   97,952 4.6   － － 

４．自己株式     － －   △378,443 △17.7   － － 

株主資本合計     － －   1,592,974 74.4   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   10,911 0.5   － － 

評価・換算差額等合計     － －   10,911 0.5   － － 

純資産合計     － －   1,603,885 74.9   － － 

負債純資産合計     － －   2,140,951 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   1,257,296 100.0  1,605,780 100.0  2,749,921 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,016,377 80.8  1,279,045 79.7  2,207,143 80.3 

売上総利益   240,918 19.2  326,734 20.3  542,777 19.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   222,460 17.7  220,267 13.7  438,440 15.9 

営業利益   18,458 1.5  106,467 6.6  104,337 3.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  4,145 0.3  2,771 0.2  7,340 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２  2,363 0.2  2,522 0.2  3,669 0.1 

経常利益   20,239 1.6  106,715 6.6  108,008 3.9 

Ⅵ 特別損失 ※３  － －  － －  364,425 13.3 

税引前中間純利益
（△税引前当期純
損失） 

  20,239 1.6  106,715 6.6  △256,417 △9.3 

法人税、住民税及
び事業税  3,875     43,156     52,334     

法人税等調整額  4,495 8,371 0.7 △34,393 8,763 0.5 △976 51,357 1.9 

中間純利益（△当
期純損失）   11,868 0.9  97,952 6.1  △307,775 △11.2 

前期繰越利益   294,693   －   294,693  

中間未処分利益
（△当期未処理損
失） 

  306,561   －   △13,082  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月01日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金  

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 繰越利益剰

余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

1,089,162 272,291 624,579 896,870 △13,082 △13,082 △341,880 1,631,069 

中間会計期間中の変動額         

資本準備金減少差益取崩
（注） 

    △13,082 △13,082 13,082 13,082     

剰余金の配当（注）     △99,485 △99,485       △99,485 

中間純利益         97,952 97,952   97,952 

自己株式の取得             △36,563 △36,563 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

    △112,567 △112,567 111,035 111,035 △36,563 △38,095 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

1,089,162 272,291 512,011 784,303 97,952 97,952 △378,443 1,592,974 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

14,089 14,089 1,645,159 

中間会計期間中の変動額    

資本準備金減少差益取崩
（注） 

      

剰余金の配当（注）     △99,485 

中間純利益     97,952 

自己株式の取得     △36,563 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△3,178 △3,178 △3,178 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△3,178 △3,178 △41,273 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

10,911 10,911 1,603,885 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算
書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間（当期）
純利益 

 20,239 106,715 △256,417 

減価償却費  11,653 10,104 23,407 

無形固定資産減価償
却費 

 4,489 4,589 9,122 

退職給付引当金の増
加額（△減少額） 

 2,212 1,487 6,680 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

 2,457 11,385 3,428 

受取利息及び受取配
当金 

 △726 △169 △763 

支払利息  460 511 919 

投資有価証券売却益  △2,103 △2,099 △3,695 

投資有価証券売却損  485 － 485 

投資有価証券評価損  519 970 47,638 

固定資産除却損  － － 1,371 

役員賞与の支払額  △7,500 － △7,500 

売上債権の増減額
（△増加額） 

 83,239 44,725 △59,762 

たな卸資産の増減額
（△増加額） 

 △41,737 △29,885 68 

仕入債務の増減額 
（△減少額） 

 10,805 23,734 41,802 

未払消費税の増減額
（△減少額） 

 3,475 6,881 8,587 

役員退職慰労引当金
の増加額 

 － － 330,000 

その他の資産・負債
の増減額 

 3,005 23,856 12,712 

小計  90,976 202,806 158,084 

利息及び配当金の受
取額 

 726 168 763 

利息の支払額  △468 △534 △919 

役員退職慰労金の支
払額 

 － △330,000 － 

法人税等の支払額  △68,993 △43,392 △76,431 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 22,241 △170,951 81,496 

 



  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算
書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

有形固定資産の取得
による支出 

 △4,031 △1,852 △4,521 

有形固定資産の売却
による収入  

 － － 1,028 

無形固定資産の取得
による支出 

 △1,103 △2,262 △3,459 

投資有価証券の取得
による支出 

 △543,845 △398,855 △842,739 

投資有価証券の売却
による収入 

 545,463 400,955 845,949 

貸付金の回収による
収入 

 150 40 300 

その他の投資の増加
額（△減少額） 

 △6,515 △2,652 △8,592 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △9,883 △4,626 △12,034 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

自己株式取得による
支出 

 △8,610 △36,563 △15,825 

配当金の支払額  △40,074 △99,093 △40,074 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △48,684 △135,656 △55,899 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

 △36,325 △311,234 13,562 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 1,307,836 1,321,398 1,307,836 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 1,271,511 1,010,164 1,321,398 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び

評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

同左 

(2）たな卸資産 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっておりま

す。 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物付属設備を除く）につい

ては定額法を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物     ８～50年 

工具器具備品 ５～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、ソフトウェア（自

社利用）については、社内

における見込利用可能期間

（５年）による定額法を採

用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権等の貸倒による損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上することとし

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支

給に備えるため、将来の支

給見込額のうち当中間会計

期間の負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支

給に備えるため、将来の支

給見込額のうち当事業年度

の負担額を計上しておりま

す。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき、当中間会計期間

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の事業年度で一括

で費用処理することとして

おります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の事業年度で一括

で費用処理することとして

おります。 

  

  

  

 (4) 役員退職慰労引当金 

 平成18年４月26日開催の

取締役会において、平成18

年３月期にかかわる定時株

主総会の日をもって役員退

職慰労金制度を廃止するこ

ととし、当事業年度までの

在任期間中の職務遂行の対

価部分相当を支給すべき役

員退職慰労金の額として決

定したことにより、当該金

額を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   （会計方針の変更) 

 役員の退職慰労金につい

ては、従来退任時に計上し

ておりましたが、取締役会

において、役員退職慰労金

制度の財務に与える影響を

解消するとともに、将来債

務を引き継ぐリスクを回避

し、財務体質の健全化を図

り、毎期の業績・成果をよ

り反映した役員報酬制度を

確立するため、平成18年３

月期にかかわる定時株主総

会の日をもって役員退職慰

労金制度を廃止することと

し、当事業年度までの在任

期間中の職務遂行の対価部

分相当を支給すべき退職慰

労金の額として決定すると

ともに、当該定時株主総会

の日をもって打ち切り支給

することを決定したことに

より、当事業年度より内規

を基礎として算定された支

給見積額を役員退職慰労引

当金として計上することに

変更しております。この変

更により、当事業年度の発

生額14,065千円は販売費及

び一般管理費に計上し、過

年度対応額315,935千円は

特別損失に計上しておりま

す。この結果、従来の方法

に比較して、営業利益及び

経常利益はそれぞれ14,065

千円減少し、税引前当期純

損失は330,000千円増加し

ております。なお、この変

更は、上述のとおり平成18

年４月における役員退職慰

労金制度の見直しを契機と

して、当下半期に行われた

ため、当中間期は従来の方

法によっております。従っ

て、当中間期は変更後の方

法によった場合に比べ、経

常利益は7,032千円、税引

前中間純利益は322,967千

円それぞれ多く計上されて

おります。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式 

消費税等の会計処理  

同左 

消費税等の会計処理  

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産.の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

 ────── 

  

  

  

  

  

  

 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。従来の資本の部の合

計に相当する金額は1,603,885千円で

あります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１

日より適用となること及び「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日付

で改正されたことに伴い、当中間会計期間から投資事業有

限責任組合及びそれに類する組合へ出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるもの）を投資有価証

券として表示する方法に変更いたしました。 

 なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は16,078千円であり、前中間会計期間における

固定資産（３）投資その他の資産３.「その他」に含まれ

ている当該出資の額は26,328千円であります。 

  

────── 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

232,105千円 224,116千円 214,012千円 

※２ 消費税等の取扱い ※２ 消費税等の取扱い ※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等

を相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示してありま

す。 

同左 ────── 

３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行１行と

貸出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約に

基づく当中間会計期間末の借入

実行残高は次のとおりでありま

す。 

３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行１行と

貸出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約に

基づく当中間会計期間末の借入

実行残高は次のとおりでありま

す。 

３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行１行と

貸出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約に

基づく当事業年度末の借入実行

残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメ

ントの総額 
500,000千円 

借入実行残高 －  

差引額 500,000千円 

貸出コミットメ

ントの総額 
300,000千円 

借入実行残高 －  

差引額 300,000千円 

貸出コミットメ

ントの総額 
300,000千円 

借入実行残高 －  

差引額 300,000千円 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの 

有価証券償還

益 

1,414千円 有価証券償還

益 

2,099千円 有価証券償還

益 

3,006千円 

※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの 

コミットメン

トフィー 

548千円 支払利息 511千円 コミットメン

トフィー 

1,063千円 

※３ 特別損失のうち重要なもの ※３ 特別損失のうち重要なもの ※３ 特別損失のうち重要なもの 

  －千円   －千円 役員退職慰労

引当金繰入額 

315,935千円 

投資有価証券

評価損 

47,119千円 

４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 11,653千円 

無形固定資産 4,489千円 

有形固定資産 10,104千円 

無形固定資産 4,589千円 

有形固定資産 23,407千円 

無形固定資産 4,489千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加61,800株は、市場買付による増加61,000株及び単元未満株式の買取りによる 

   増加800株であります。 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 4,649,665 － － 4,649,665 

合計 4,649,665 － － 4,649,665 

自己株式     

普通株式 670,265 61,800 － 732,065 

合計 670,265 61,800 － 732,065 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 99,485 25 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成17年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,271,511千円 

現金及び現金同等物 1,271,511千円 

（平成18年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,010,164千円

現金及び現金同等物 1,010,164千円

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,321,398千円

現金及び現金同等物 1,321,398千円



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件

の所有権が

借主に移転

すると認め

られるもの

以外のファ

イナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具器
具備品 

5,435 3,442 1,993 

合計 5,435 3,442 1,993 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間
期末
残高
相当
額 
(千円)

工具器
具備品 

5,435 4,529 906 

合計 5,435 4,529 906 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

工具器
具備品 

5,435 3,986 1,449 

合計 5,435 3,986 1,449 

 (2）未経過リース料中間期末残

高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残

高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相

当額 

 １年内 1,127千円 

１年超 968千円 

合計 2,096千円 

１年内 968千円

１年超 －千円

合計 968千円

１年以内 1,146千円

１年超 390千円

合計 1,536千円

 (3）支払リース料、リース資産

減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産

減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産

減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 

 支払リース料 2,076千円 

減価償却費相

当額 
1,871千円 

支払利息相当

額 
50千円 

支払リース料 589千円

減価償却費相

当額 
543千円

支払利息相当

額 
21千円

支払リース料 2,666千円

減価償却費相

当額 
2,414千円

支払利息相当

額 
80千円

 (4）減価償却費相当額の算定方

法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

 (5）支払利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

法については、利息法によっ

ております。 

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損

損失はありません。 

(5）支払利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

  

 （減損損失について） 

同左 

(5）支払利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

  

 （減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

（当中間会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 3,875 24,693 20,817 

合計 3,875 24,693 20,817 

 
前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 50,000 

投資事業組合への出資 16,078 

 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 3,875 22,275 18,399 

合計 3,875 22,275 18,399 

 
当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 2,880 

投資事業組合への出資 3,601 



（前事業年度） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

  該当事項はありません。 

 

前事業年度（平成18年３月31日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 3,875 27,635 23,759 

その他 － － － 

合計 3,875 27,635 23,759 

 
前事業年度（平成18年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 2,880 

投資事業組合への出資 10,725 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額   493円63銭 １株当たり純資産額   409円41銭 １株当たり純資産額   413円42銭 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純損失金額 

    2円97銭    24円85銭 77円12銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失であり、また潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間純利益又は当期純損失（△）  

（千円） 
11,868 97,952 △307,775 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間純利益又は普通株

式に係る当期純損失（△）（千円） 
11,868 97,952 △307,775 

期中平均株式数（千株） 3,994 3,941 3,990 



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第26期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成17年６月26日関東財務局長に提出 

(2）自己株券買付状況報告書 

     報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月12日 関東財務局長に提出 

     報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月12日 関東財務局長に提出 

     報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月12日 関東財務局長に提出 

     報告期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日）平成18年７月13日 関東財務局長に提出 

     報告期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年７月31日）平成18年８月11日 関東財務局長に提出 

     報告期間（自 平成18年８月１日 至 平成18年８月31日）平成18年９月12日 関東財務局長に提出 

     報告期間（自 平成18年９月１日 至 平成18年９月30日）平成18年10月13日 関東財務局長に提出 

     報告期間（自 平成18年10月１日 至 平成18年10月31日）平成18年11月10日 関東財務局長に提出 

     報告期間（自 平成18年11月１日 至 平成18年11月30日）平成18年12月12日 関東財務局長に提出 

(3）自己株券買付状況報告書の訂正報告書 

     平成18年７月13日関東財務局長に提出 

      平成18年７月13日提出の自己株券買付状況報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

日本コンピュータシステム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本コンピュータシ

ステム株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２６期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から

平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本コ

ンピュータシステム株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１

日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 田 信 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 日 高 真理子 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１１日

日本コンピュータシステム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本コンピュータシ

ステム株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２７期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から

平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中

間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本コ

ンピュータシステム株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１

日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 田 信 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 日 高 真理子 
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